
沼田市工事成績評定点による入札参加制限等に関する要綱 

 

（趣旨） 

第１条 沼田市が発注する建設工事おける適正な工事品質の確保と技術力に優れた企業の育成の

ため、沼田市工事成績評定要綱により採点された工事成績評定点の結果に基づく入札参加制限

等に関し必要な事項を定めるものとする。 

 

（入札参加制限等の対象者） 

第２条 入札参加制限等の対象となる者は、沼田市発注工事において、工事成績評定の総合評価

でＥランク（６５点未満）の評定を受けた者 

 

（指導書の通知） 

第３条 市長は前条に該当する者に対して工事完成検査結果通知とは別に、工事成績評定に係る

指導書（別記様式第１号）を通知するものとする。 

 

（入札参加の制限） 

第４条 市長は、第２条に該当する者について、指導書の通知を受けた日（以下「通知日」とい

う。）の翌日から起算して３０日間、条件付き一般競争入札の入札参加を制限するとともに、指

名競争入札の指名業者に選定しないものとする。 

なお、通知日の翌日から起算して３０日以内に条件付き一般競争入札の公告がされない場合

には、通知日以降に行われる最初の１回について入札参加を制限する。 

２ 市長は、前項の入札参加制限を受けた者が、通知日の１年後の日までに再度工事成績評定で

６５点未満の評定を受けた場合は、工事成績評定に係る警告書（別記様式第２号）を通知する

ものとし、その警告書の通知を受けた日の翌日から起算して９０日間は条件付き一般競争入札

の入札参加を制限するとともに、指名競争入札の指名業者に選定しないものとする。また、警

告書の通知を受けた者が、通知日の１年後の日までに再度工事成績評定書で６５点未満の評定

を受けた場合も同様とする。 

 

（施工管理指導） 

第５条 第２条に該当する者が指導書又は警告書の通知を受けて以降１年間、沼田市発注の建設

工事を受注した際は、沼田市建設工事標準仕様書で示された施工計画書（項目の省略は不可）

を作成し監督員へ提出する。ただし、２００万円以下の工事についてはこの限りでない。 

２ 監督員は提出された施工計画書を基に現場施工体制の確認を現場施工体制等確認チェック表

（別記様式第３号）を基に確認し、指摘事項がある場合は改善指導を行い、結果を工事担当課

長へ報告する。その際、指摘事項がある場合は財政課長へ合議する。 

 

 （現場代理人の兼任の制限） 

第６条 第２条に該当する者が指導書又は警告書の通知を受けて以降１年間、沼田市発注の建設

工事を受注した際は、現場代理人の兼任ができないものとする。ただし、２００万円以下の工

事についてはこの限りではない。 

なお、近接工事及び緊急工事（災害復旧工事等）の場合は、担当課の判断によるものとする。 



 

    附 則 

 この要綱は、平成２６年４月１６日から施行し、同日以降に入札公告又は指名通知する工事の

入札から適用する。 

    附 則 

この要綱は、平成２７年４月１日から施行し、同日以降に入札公告又は指名通知する工事の入

札から適用する。 

    附 則 

この要綱は、令和４年６月１日から施行し、同日以降に入札公告又は指名通知する入札から適

用する。 

    附 則 

 この要綱は、令和７年４月１日から施行し、同日以降に入札公告又は指名通知する入札から適

用する。 



様式第１号（第３条関係） 
沼 財 第     号 
   年  月  日 

 
 

  様 
 

沼田市長 星 野  稔  □印  
（担当 総務部 財政課） 

 

 指 導 書 

 
 下記の工事について、沼田市工事成績評定要綱に基づき判定した結果、工事成績が不良（６５点

未満）と評価されました。再度、このようなことがないように十分注意されたく通知します。 
 また、この通知に伴い、以下の入札参加制限、施工管理指導及び現場代理人兼任制限の対象とな

りますのでご承知ください。 
 
 ○入札参加制限 
１ この指導書の通知を受けた日（以下「通知日」という。）の翌日から起算して３０日間は条件

付き一般競争入札の入札に参加できない。 
なお、通知日の翌日から起算して３０日以内に条件付き一般競争入札の公告がされない場合

には、通知日以降に行われる条件付き一般競争入札について最初の１回は入札に参加できない。 
２ 前項の入札参加制限を受けた者が、通知日の１年後の日までに再度工事成績が不良（６５点

未満）の評定を受けた場合は、工事成績評定に係る警告書を通知するものとし、その警告書の

通知を受けた日の翌日から起算して９０日間は条件付き一般競争入札に参加できない。また、

警告書の通知を受けた者が、通知日の１年後の日までに再度工事成績評定で６５点未満の評定

を受けた場合も同様とする。 
 
○施工管理指導 

この指導書の通知を受けて以降１年間、沼田市発注の建設工事を受注した際は、沼田市建設

工事標準仕様書で示された施工計画書（項目の省略は不可）を作成し監督員へ提出すること。

ただし、２００万円以下の工事についてはこの限りでない。 
 

 ○現場代理人兼任制限 
   この指導書の通知を受けて以降１年間、沼田市発注の建設工事を受注した際は、現場代理人

の兼任ができないものとする。ただし２００万円以下の工事についてはこの限りではない。 
   なお、近接工事及び緊急工事（災害復旧工事等）の場合は、担当課の判断によるものとする。 

 
記 

工 事 名   

工 事 場 所   

請 負 金 額   

工 期   

工事成績評定点     

入札参加制限期間  ３０日（  年 月 日～  年 月 日） 

 



様式第２号（第４条関係） 
沼 財 第     号 
   年  月  日 

 
 

 
様 

 
沼田市長 星 野  稔  □印  

（担当 総務部 財政課） 
 
 

 警 告 書 

 
 下記の工事について、沼田市工事成績評定要綱に基づき判定した結果、工事成績が不良（６５点未

満）と評価されました。再度、このようなことがないように十分注意されたく警告します。 
 また、この警告に伴い、以下の入札参加制限、施工管理指導及び現場代理人兼任制限の対象となり

ますのでご承知ください。 
 なお、この警告書は沼田市工事成績評定点による入札参加制限等に関する要綱第４条第２項に該当

するものです。 
 
 ○入札参加制限 
１ この警告書の通知を受けた日の翌日から起算して９０日間は 条件付き一般競争入札に参加

できない。また、警告書の通知を受けた者が、通知日の１年後の日までに再度工事成績評定で６

５点未満の評定を受けた場合も同様とする。 
 
○施工管理指導 

この警告書の通知を受けて以降１年間、沼田市発注の建設工事を受注した際は、沼田市建設工

事標準仕様書で示された施工計画書（項目の省略は不可）を作成し監督員へ提出すること。ただ

し、２００万円以下の工事についてはこの限りでない。 
 

○現場代理人兼任制限 
   この警告書の通知を受けて以降１年間、沼田市発注の建設工事を受注した際は、現場代理人の

兼任ができないものとする。ただし２００万円以下の工事についてはこの限りではない。 
   なお、近接工事及び緊急工事（災害復旧工事等）の場合は、担当課の判断によるものとする。 

 
 
 

記 

工 事 名   

工 事 場 所   

請 負 金 額   

工 期   

工事成績評定点   

入札参加制限期間  ９０日間（  年 月 日～  年 月 日） 

 



様式第３号（第５条関係）

契約番号

着 工：

完 成：

当 初：

変 更：

指 示 事 項 チェック

点 検 日：

施
工
体
制

監理・主任技術者：

契 約 日：

　確 認 者：

現場の常駐状況は？

緊急時の対応・連絡体制の確認

現場代理人：

受 注 者：

確 認 結 果

施
工
管
理

標
識
の
設
置

確 認 内 容

下請契約がある工事は作成しているか

請負金額500万円以上

契約後10日以内にＣＯＲＩＮＳに登録

施工体制台帳の内容確認

専任しているか※２

監理技術者資格者証の携帯

※H27.4.1ﾖﾘ

関係官公庁への届け出はされているか

（道路工事届、特定建設工事届等）

計画書記載内容と現場施工方法が一致

設計照査を実施したか

適正な計画書を工事着手前に提出

許可証の設置と内容の確認

廃棄物処理は適切か

契約書の締結は行われているか

COBRIS登録を行っているか
（請負金額１００万円以上）

近接工事との調整
近接工事はあるか

工事調整打合せの実施は

官公庁等への届出等

主任技術者

現場代理の常駐状況

確 認 項 目

1

2

再生資源利用計画書・
促進計画書

工事カルテの登録

施工体制台帳の把握

施工体制台帳の備付け

監理技術者

退職金制度

労災保険成立票の掲示

建設業許可証の掲示

マニュフェスト管理

建設廃棄物処理委託
契約書

住民への説明

発注者との協議

施工計画書の提出

設計図書の照査

施工体系図の掲示
現場に掲示しているか
（下請契約がある場合）

建退共の加入証の掲示状況

成立票の掲示と内容の確認

住民への回覧等の資料

打合せ書にて協議されているか

専任しているか※１

※１　主任技術者の専任制確認は請負金額が4,500万円（建築一式工事は9,000万円）以上の場合実施

※２　監理技術者の専任制確認は下請金額が5,000万円（建築一式工事は8,000万円）以上の場合実施

3

現場施工体制等確認チェック表

工 事 名：

工事場所：

工事概要：

工 期

請負金額

（1／2）



工
程
管
理

安
全
管
理

安全教育（ＫＹ、ＴＢＭ）の実施状況

該当する工種は

現場掲示状況の確認

協議等は適切に行われているか

状況変化に適切に対応できているか
現場条件変更への対応

現場の整理整頓

実施した段階確認はなにかあるか

品質管理の責任者は誰か

（材料検収、各試験、品質証明）

事前に計画書の提出はされているか

周辺住民からの苦情はあるか

事故、災害の発生はあるか

安全点検実施状況、記録

（山留め、仮締切、足場等）

実施記録の確認

検査、試験の実施とまとめの状況は

工事写真の撮影とまとめの状況は

事故・苦情の有無

作業主任者

安全訓練実施状況

建設機械類の完全管理

仮設等の安全点検

工程のフォローアップ

工事の進捗状況

段階確認の実施

品質試験記録

品質管理体制

5

作業員の安全装具

交通整理員の配置

一般交通安全対策

6

工程が著しく遅れていないか

計画工程と実工程の対比

現場は整理整頓されているか

確 認 項 目 確 認 結 果 指 示 事 項 チェック

そ
の
他

車両、歩行者の安全対策

適切に配置されているか

ヘルメット、フルハーネス等

機械器具の点検状況

確 認 内 容

4

（2／2）


